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NY マーケットレポート（2018 年 2 月 14 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、序盤に発表された米消費者物価指数が市場予想を上回る結果となったことを受けて、米国の利上げペースの加速

が意識され、ドルが主要通貨に対して上昇した。しかし、同時に発表された小売売上高が悪化したことや、ドルのポジション調

整などから、ドルはその後上値の重い動きが続いた。一方、米株価が堅調な動きとなったことなどを受けて、クロス円は終盤ま

で堅調な動きが続いた。また、朝方、南アフリカのズマ大統領の辞任が報道されたが、南ア・ランドの反応はやや限定的だった。 

 

 

米主要経済指標の結果 

 

1 月米小売売上高（前月比） -0.3％（予想 0.2％・前回 0.4％ ⇒ 0.0％） 

 

1 月米小売売上高[除自動車] 0.0％（予想 0.5％・前回 0.4％ ⇒ 0.1％） 

 

1 月の小売売上高は、前月比-0.3％の 4920 億 300 万ドル（約 52 兆 7200 億円）、前年比は+3.6％だった。品目・業種別では、自

動車・同部品が-1.3％、ガソリンスタンドは+1.6％。変動が大きい自動車・同部品を除く売上高は横ばいだった。 

 

 
 

 

1 月米消費者物価指数（前月比） 0.5％（予想 0.3％・前回 0.1％ ⇒ 0.2％） 

 

1 月米消費者物価指数（前年比） 2.1％（予想 1.9％・前回 2.1％） 

 

1 月の消費者物価指数は、前月比+0.5％となり、2017 年 9 月以来、4ヵ月ぶりの高い上昇率となった。前年比では+2.1％だった。

物価上昇の勢いが強まったことで、品目別では、ガソリンなどエネルギー価格が+3.0％となり、物価を押し上げた。また、食品

も上昇した。変動が激しいエネルギーと食品を除いたコア指数は、前月比+0.3％、前年比では+1.8％となった。   
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南アのズマ大統領が辞任 

 

ズマ大統領は、テレビ演説で「ANC（与党アフリカ民族会議）は私の名前で分裂すべきでない」とし、「このため私は大統領を直

ちに辞任する決定に至った」と述べた。これを受けて、ANC のラマポーザ議長（党首）率いる政権に移行となる。 

マーケットでは、辞任の可能性が織り込まれていたことから、反応は一時的だった。 

 

 

出所：総合分析チャート 
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米株価は4営業日続伸 

 

米株式市場は、米消費者物価指数が市場予想を上回り、米長期金利が上昇したことが懸念されて売りが先行した。その後は、利

ざや拡大が意識された金融株などが値上がりしたことで、全体が押し上げられた。ダウ平均株価は、1％以上の上昇となり、4

営業日続伸となった。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 
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ドルは主要通貨に対して下落、ドル指数は3週間ぶりの低水準 

 

ニューヨーク市場では米消費者物価指数が予想以上の上昇となり、インフレ加速したものの、小売売上高の減速が示されたこと

で、ドルの上昇は一時的となった。ドルは主要 10 通貨の全てに対し下落となり、ドル指数は 3 週間ぶりの大幅低下となった。

一方、欧米の堅調な株価を受けて、クロス円は終盤まで堅調な動きが続いた。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


